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関係する計
画、通知等

総務省設置法第四条
地方自治法第二百四十五条の四

第2次情報セキュリティ基本計画（平成21年情報セキュリティ政策
会議決定）
国民を守る情報セキュリティ戦略（平成22年情報セキュリティ政策
会議決定）

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 地域情報政策室

上位政策

室長　高地　圭輔自治行政局

一般会計

担当部局庁

電子政府・電子自治体推進費

総事業費(執行ベース) 74 29 14

49

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 24

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

廃止
（２１年度で廃止）

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

　契約に関しては、事業者の募集に当たって幅広く応募できるよう一般競争入札を実施しており、適切な契約に努めて
いる。
電子自治体における情報セキュリティ対策は電子行政全体の基盤をなすものであり、今後も、情報セキュリティに関す
る国際規格（ISO/IEC）や日本工業規格（JIS）の改定、刻々と変化している情報セキュリティを取り巻く環境に適切に対
応した対策を実施していく必要があり、国際規格（ISO/IEC）や日本工業規格（JIS）の改定を踏まえて無駄の無いように
実施する。
　また、脆弱性に関するデータの国内保管等、事業者における情報セキュリティ対策に対しては引き続き注意を払いつ
つ、その必要性を適宜見直すことで一層の入札参加者増に努める。

各契約請負者と随時連絡・調整を行ない、適正な事業の執行に努めている。

事業番号 0032-5

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(総務省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
地方行政情報化推進に必要な経費（うち電子自
治体構築促進経費）

執行率 97.4% 59.2% 58.3%

情報セキュリティポリシーに関するガイドライン及び情報セキュリティ監査に関するガイドラインの見直しのための調査
研究を実施。
地方公共団体のネットワーク機器等（3,830IP）に対して情報セキュリティ遠隔診断を実施。
ICT部門におけるBCP策定意欲のある地方公共団体（5団体）に対して、BCP策定支援アドバイザーを派遣。

74

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」（平成18年9月版）について、情報セキュリティ
を取り巻く外部環境の変化、「重要インフラにおける情報セキュリティ確保に係る『安全基準等』策定にあたっての指針」
（情報セキュリティ政策会議決定）等の関係文書の改訂状況等を踏まえ、見直しのための調査研究を実施。
・いわゆるガンブラー等への緊急の対応が求められる状況であったことを踏まえ、地方公共団体がインターネットに接
続しているネットワーク機器等のセキュリティレベルの向上のため、情報セキュリティ遠隔診断を実施。
・ICT部門におけるBCP策定意欲のある地方公共団体に対して、策定を支援するアドバイザーを派遣。

我が国における情報セキュリティ対策の総合計画である「第２次情報セキュリティ基本計画」（平成２１年２月３日情報セ
キュリティ政策会議決定）において、「全ての地方公共団体において、望ましい情報セキュリティ対策が実施されること
を目指し、対策の促進を行う」とされている。
また、情報セキュリティ環境を取り巻く社会環境や技術環境は刻々と変化しており、新たな脅威により情報セキュリティ
事件・事故や侵害を引き起こす可能性があるため、地方公共団体の取組を支援する必要がある。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

076



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

総務省

１４百万円

【一般競争入札 応札者数：１】 【一般競争入札 応札者数：６】

情報セキュリティ遠隔診断の

実施業務
「地方公共団体における情

報セキュリティポリシーに関

するガイドライン」等の見直

しに関する調査研究

Ｃ．有識者（６名）

１百万円

BCP策定支援アドバイザー旅

費

Ａ．京セラコミュニケーショ

ンシステム

１０百万円

Ｂ．知識経営研究所

３百万円



0計 0 計

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 3 計

人件費
ポリシーガイドライン及び監査ガイドラ
インの見直し作業、調査研究報告書
の作成等

3

B.(株)知識経営研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 10 計

物件費 診断ライセンス費、診断機器、データ
センター費

7

人件費 ユーザーアカウント登録作業、地方公
共団体サポート、報告書作成

3

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

A.京セラコミュニケーションシステム(株) E.
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